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上場維持基準の適合に向けた計画書に基づく進捗状況について 

 

 当社は、2021年 11月２日に「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」

を作成し、その内容について開示いたしました。計画の進捗を広く投資者にお伝えす

ることを目的に、2022年９月 30日時点における計画の進捗状況等について、下記の

とおり作成しましたので、お知らせいたします。 

  

１. 当社の上場維持基準への適合状況の推移 

 
流通株式数 

(単位) 

流通株式時価

総額（億円）

※３ 

流通株式比率

(％) 

１日平均売買 

代金（億円） 

上場維持基準 20,000単位 100億円 35％ 0.2億円 

当
社
の
状
況 

2021年６月 30日 

時点※１ 
42,816単位 64.75億円 55.3％ 0.07億円 

2022年９月 30日 

時点※２ 
42,336単位 52.87億円 54.7％ 0.12億円※４ 

2022年９月 30日時点 

適合状況（当社試算） 
○ × ○ × 

※１．東京証券取引所が 2021 年６月 30 日時点で把握している当社の株券等の分布状況等を基に

算出を行ったものです。 

※２．当社が 2022 年９月 30 日時点で把握している当社の株券等の分布状況等を基に試算を行っ

たものです。 

※３．流通株式時価総額は、流通株式数に日々の株価最終価格の平均値を乗じて算出しており、

本年７月から９月の日々の最終価格の平均値は、1,248.97円です。 

※４．2022年１月４日から９月 30日までの東京証券取引所での売買代金を日次平均した額です。  



 

 

２. 上場維持基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価 

当社はプライム市場の上場維持基準である流通株式時価総額及び１日平均売買代

金を充たしていないことから、株式市場で適正な評価を得るため、「企業価値の向上」、

「株主還元策の実施」、「IRの強化」、「流通株式数の増加」に継続して取り組んでま

いります。また、2023 年３月期から 2025 年３月期の具体的な取り組みについて、

添付の「上場維持基準の適合に向けた計画書に基づく取り組みについて」に記載の

とおり実施してまいります。 

 

以 上 



上場維持基準の適合に向けた計画書
に基づく取り組みについて

２０２２年１１ 月 ２ 日

東洋埠頭株式会社



上場維持基準の適合状況の推移

2022年9月30日におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況は「流通株式時価総額」
及び「１日平均売買代金」について基準を充たしておりません。

※１．東京証券取引所が2021年６月30日時点で把握している当社の株券等の分布状況等を基に算出を行ったものです。

※２．当社が2022年９月30日時点で把握している当社の株券等の分布状況等を基に試算を行ったものです。

※３．流通株式時価総額は、流通株式数に日々の株価最終価格の平均値を乗じて算出しており、本年７月から９月の日々の最

終価格の平均値は、1,248.97円です。

※４．2022年1月4日から９月30日までの東京証券取引所での売買代金を日次平均した額です。
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流通株式数
流通株式

時価総額※3
流通株式
比率

1日平均
売買代金

上場維持基準 20,000単位 100億円 35％ 0.2億円

当社
の
状況

2021年6月30日
時点※1

42,816単位 64.75億円 55.3％ 0.07億円

2022年9月30日
時点※2

42,336単位 52.87億円 54.7％
0.12億円
※4

2022年9月30日時点
適合状況（当社試算）

○ × ○ ×



基準適合に向けた取り組み
（１）企業価値の向上

①長期ビジョン、経営三カ年計画

（Fly to the Next 2022）の達成（P3～P4参照）

②コーポレートガバナンスの充実（P5参照）

③サステナビリティへの取り組みの促進（P6～P8参照）

（２）株主還元策の実施

①配当政策（P9～P10参照）

②自社株買いの実施（P10参照）

（３）ＩＲの強化（P11参照）

（４）流通株式数の増加（P12参照）
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（１）企業価値の向上
①長期ビジョン、経営三カ年計画（Fly to the Next 2022）

の達成

■長期ビジョン・創業100周年（2029年3月期）にある

べき姿

→得意な事業展開と独自性の発揮

→グループ売上高500億円の達成

■経営三カ年計画（Fly to the Next 2022）

→2021年3月期～2023年3月期に経営基盤の着実な強

化に注力

→グループ売上高370億円の達成

■現在、2024年3月期からスタートする新たな経営三カ年

計画を策定中であり、策定次第お知らせいたします。
3



（１）企業価値の向上
経営三カ年計画の進捗状況
■業績は計画を上回り（2020年3月期対比9.5％増収）、投資計画は新型コロナウイル
ス感染症の影響などによる経済環境の変化により、計画を若干下回る予想です。

（１）収支計画
2022年3月期 2023年3月期

（実績） （業績予想） （計画）

営業収入 （億円） 361 380 370

営業利益 （億円） 14 14 13

当期利益 （億円） 11 10 8

ＥＢＩＴＤＡ（億円） 33 35 37

※ＥＢＩＴＤＡ＝（営業利益＋減価償却費）

（２）投資計画

2022年3月期 2023年3月期

（実績・累計） （見込・累計） （計画・累計）

施設設備 拡充（億円） 53 109 130

施設設備 更新（億円） 36 53 65

体制改革 （億円） 3 5 5

合計 92 167 200
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（１）企業価値の向上
②コーポレートガバナンスの充実

■当社は、2021年6月25日開催の第110回定時株主総会において、コーポレー

ト・ガバナンスの更なる向上と意思決定の迅速化を図るため、監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へ移行しました。

■2021年6月に改訂された「コーポレートガバナンス・コード」の全ての原則を

適用しています。

※引き続き、コーポレートガバナンスコードに関する開示内容の充実に取り組

んでまいります。
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（１）企業価値の向上
③サステナビリティへの取り組みの促進
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（１）企業価値の向上
③サステナビリティへの取り組みの促進
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（１）企業価値の向上
③サステナビリティへの取り組みの促進
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（２）株主還元策の実施
①配当政策

■年間配当金50円を下限配当額として、安定的に配当を継続

②自社株買いの実施

■発行済株式総数に対する割合2％・総額2億円の自己株式の取得（2023年3月期）

■総還元性向58％（2023年3月期・予想）
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（３）ＩＲの強化

①わかりやすい開示の推進

■経営計画、決算や上場維持基準計画の進捗状況、サステナビリ

ティへの取り組み等について、わかりやすい開示を推進します。

■ホームページを全面的に見直し、よりわかりやすく、使いやす

いホームページを目指して刷新を進めています。

（2023年3月末刷新予定）

②株主様、投資家様との対話の促進

■株主様、投資家様との対話を促進し、当社の企業価値の向上及

び株主様への利益還元等に関するご意見を経営に反映してまい

ります。
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（４）流通株式数の増加
株式の持ち合い解消、相手先の売却について、引き続き鋭意交渉を進め、
流通株式数の増加を図ってまいります。

（ご参考）政策保有株式について

2025年3月末までに、2022年3月末対比30％縮減を目標といたします。
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参考資料

（１）会社概要

（２）業績推移

（３）事業の系統図
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（１）会社概要
創業以来94年、埠頭会社の最大手、特殊倉庫のパイオニアとして、

物流インフラを支えてきた会社です。
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会 社 名 東洋埠頭株式会社

資 本 金 82億6082万円

創 業 1929年（昭和4年）

従 業 員 数 866名（連結、2022年9月30日現在）

売 上 高 361億円（2022年3月期連結）

代 表 者 代表取締役社長 原 匡史

本社所在地 東京都中央区晴海1-8-8

支 店 東京・川崎・東扇島・大阪・博多・鹿島・志布志

事 業 所 大井・常陸那珂

営 業 所 全国に18箇所

グ ル ー プ
会 社

連結子会社8社、非連結子会社3社、関連会社6社







（２）業績推移
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貨物構成に多様性があることや、新倉庫建設などへの積極投資による事業
規模拡大を図っていることから、中長期的には堅調な成長を続けています。



（３）事業の系統図
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（注）１．矢印は役務の流れを示しています。

２．○印は持分法適用会社（5社）です。



お問合せ先

19

東洋埠頭株式会社

広報部：kouhou@toyofuto.co.jp

当社ウェブサイトお問合せフォーム：
https://www.toyofuto.co.jp/contact.cgi

■本資料に記載されている業績見通し等の将来に係る記述は、当社が現時点で入手可能な情報と合理的であると判断する
一定の前提に基づいていますが、リスクや不確定要素を含んでおり、実際の数値とは大きく異なる場合がありますこと
をご承知おきください。

■当社は、業績見通しの正確性・完全性に関する責任を負うものではありません。
■本資料は情報の提供のみを目的としており、取引の勧誘を目的としておりません。
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